
７月７日に閣議決定された，「経済財政運営と構造改革に関す

る基本方針２００６」（骨太方針２００６）には，２０１１年度までに国と地

方の基礎的財政収支を黒字化するための歳出・歳入一体改革の基

本的方向が盛り込まれた。歳出改革で公共投資は，１１年度までに

５．６～３．９兆円を削減する目標が設定され，公共事業関係費，地方

単独事業（投資的経費）とも，毎年１～３％の削減が迫られてい

る。１１月１０日の経済財政会議では，０７年度予算を前年度比３％削

減する方針が打ち出され，民間議員からは１１年度まで毎年３％の

削減を継続するべきという強硬論も出された。歳出改革を追い風

に，ますますの削減を迫られている公共事業だが，削減の影響

は，地域経済やインフラ整備の遅れによる国際競争力の弱体化な

ど広範囲に及ぶ。「民間や海外に比べコストが割高」「税金の無駄

遣い」という，根拠のない批判をしばしば浴びる公共工事だが，

さまざまなデータを見てみると，「実は高くない」という結論が

浮かび上がってくる。公共工事のコストは本当に高いのか。確た

る根拠もないイメージ先行型の批判を鵜呑みにするのは，幾多の

データが裏付ける，「高くない根拠」を知った後でも遅くないは

ずだ。

平成１７年１１月号「落札率の真相に迫る」，平成１８年６月号「ダンピング受注の真相に迫る」に続く第３弾
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１． 公共工事のコストは高いのか

いわゆる落札率の高止まりや，予定価格を巡る

官民癒着の構造，談合事件など，公共工事にはこ

れまで常に「悪玉」としてのイメージがつきまと

ってきた。歳出削減の検討過程でも，海外工事や

民間工事との比較が取り上げられ，日本の公共工

事がいかに高いかの「比較論」が数多く展開され

てきた。ここではまず，これまでの議論で取り上

げられてきた事項の中から，いくつかをピックア

ップして，公共工事のコストについて考えてみた

い。

! 建設コストは米国とほぼ同じ

公共工事のコストを巡る議論で，しばしば登場

するのが内外価格差だ。日本の公共工事は諸外国

に比べて割高というイメージが

浸透しているきらいがあるが，

比較に当たっては自然条件や地

震への対応など，日本固有の施

工条件も考慮する必要がある。

国土交通省がまとめた，建設コ

ストに関する内外価格（土木）

の２００３年度の調査結果では，米

国との価格差はほとんどみられ

ない。

同省は，これまで，９３年度，９８年度，０３年に米

国を対象とした建設コスト（土木分野）の内外価

格差調査を実施している。これまでの調査結果を

みると，日米で同じものをつくった場合，生計費

購買力平価換算※１で比較すると，建設コストの差

はほとんどみられないことがわかる（図―１）。

米国の建設コストを１とした場合の日本のコス

トは，９３年が０．９５，９８年が０．９８，０３年が０．９７と，

いずれも米国と差がないという結果が出ている。

※１ 生計費購買力平価換算＝例えば，米国で購入でき

る財やサービスが，日本円でいくらかを表すもの。

生計費購買力平価とは，それを生計に必要な財やサ

ービス（食品，被服，理髪など）の価値から求めた

もの。

" 立場によって異なる主張

歳出・歳入一体改革の議論では，公共投資の国

際比較などで使われている，一般政府総固定資本

おか べ あつ み

日刊建設通信新聞社 岡部 敦己

公共工事コストの真相に迫る
緊急レポート

（生計費購買力平価換算による比較）
図―１ 米国を１．０とした場合の日本の建設コスト

緊急レポート 公共工事コストの真相に迫る
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資料：平成17年（社）国際建設技術協会の調査による。�
（注）　1．日本のデータは，平成12年度から平成16年度に供用した区

間の路線より算出。�
　　　2．米国のデータは，連邦道路庁（H17年度）およびペンシル

ベニア州（H15年度）より提出された資料より算出。�

形成額（一般政府 Ig）の GDP（国内総生産）に

対する比率（以下，Ig比率）が，日本は先進諸

外国に比べて高いという議論が持ち出された。そ

もそも地形や災害，インフラ投資の歴史的な違い

を無視して，比較を行うことに正当性があるのだ

ろうか。

１０月２７日に開かれた，財政制度等審議会の財政

制度分科会歳出合理化部会および財政構造改革部

会合同部会の資料によると，０４年の日本の Ig比

率は３．７％で，フランスの３．１％，米国の２．５％を

上回っている。さらに，OECD（経済協力開発機

構）の資本形成分類のうち，経済業務，環境保

護，住宅・アメニティーに属する事業の三つを

「公共事業に相当するもの」として計算した場

合，０４年の日本の Ig比率は３．０％となり，フラン

ス（０３年）の１．３％，米国の１．１％とさらに格差が

広がる。

これに対し，国土交通省ではインフラ整備の歴

史に加え，地形・気象や災害の発生状況が全く違

う欧米とわが国を比較して Ig比率の高低を論じ

ることは不合理としながらも０６年の Ig比率の国

際比較（推計）について，日本は３．３％で米国の

３．３％，フランスの３．２％とほぼ同水準となり，大

きな格差はみられず，これまでの公共投資の削減

により Ig比率は既に欧米並みと主張している。

果たしてどちらの数値が正しいのか。数値のば

らつきが出た背景には，財務，国土交通両省の公

共事業削減をめぐる綱引きが垣間見られるが，こ

の差は計算方法の違いから生じている。

国土交通省によると，ともに数値の算出に当た

っては，OECDの資本形成分類をベースに計算

しているものの，国交省が一般公共サービスや防

衛，教育など１０項目全てを積み上げているのに対

し，財務省は経済業務，環境保護，住宅・地域ア

メニティーの３項目だけを公共事業相当分と定義

しているため，両者の数値に差が生じる結果にな

ったという。

このケースをとってみれば，他国との比較は各

省の思惑によって変わるということがわかる。ど

の数値が本当に正しいのかという見極めが必要で

あり，一方の主張を鵜呑みにするのは拙速と言え

るのではないだろうか。

! 異なる自然・社会条件

さらに，外国の公共工事と比較する場合に，前

提としなければならないのが自然条件や社会条件

の違いだ。

国際建設技術協会が０５年に実施した調査による

と，日本の高速道路建設コストは米国の２．４倍

と，その格差は大きいが，同一条件で比較した場

合はほぼ同額となるという結果が出ている。日本

のコストを大きく膨らませているのが，用地費，

工事費であり，それぞれ米国の３．９倍，２．２倍かか

っている（図―２）。用地費については，日本の

地価が米国に比べて割高であることが大きな差と

して表れている（００～０４年に供用した路線の平均

値が日本は１km当たり１１．３億円なのに対し，米

国は２．９億円（０５年調査）でほぼ１／４）。

一方，工事費については，地震への対応による

構造の違いや橋梁，トンネル部分の多さにより，

米国よりもコストがかさむという結果が出てい

る。

高速道路の構造物比率※２をみると，厳しい地形

図―２ 高速道路建設コストの日米比較

公共工事コストの真相に迫る 緊急レポート
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・国土交通省「建築着工統計」による。�
・単価は，工事費予定額を床面積の合計で除した値。�
・公共は建築主が国・都道府県・市町村，民間は会社。�

資料：平成17年（社）国際建設技術協会の調査による。�

資料：平成17年（社）国際建設技術協会の調査による。�

条件下で平地に道路をつくるよりも工事コストの

大きい橋梁やトンネルを多く必要とする日本は

２４．６％とその割合が高く，米国は７．０％にとどま

っている。平地の多い欧州でもこの比率は低く，

主要国では４．４～１０．１％の範囲にとどまる（図―

３）。

地震への対応としての構造物の仕様の違いから

生じるコストの差も大きい。日本では橋梁下部工

工事で平均水平震度が０．５２と米国の６．５倍に設定

されており，この仕様を満たすために，コストは

米国の２．３倍必要になる（図―４）。

これらの条件の違いを差し引いて，米国と同じ

条件で日本のコストを算出すると，工事費，用地

費とも米国と大きな差はみられない。

主要先進国に比べ，日本の国民経済に占める公

共事業費の割合は決して低いとは言い切れない

が，地形・気象条件や災害発生状況が全く違うと

いう前提で，コストの比較を論じること自体，意

味をなさないのではないだろうか。

※２ 高速道路の構造物比率＝
橋梁延長＋トンネル延長

全体延長

! 公共の建築工事は決

して高くない

一方，民間工事との格差

はどうか。建築工事の官民

格差については，内閣府が

まとめた地域経済レポート

（０１年１１月）で，建築着工

統計のデータを用いた公共

と民間の単価の乖離が指摘

されている（図―５）。た

だ，このレポートは，用途

や構造の違いを考慮してお

らず，両方の条件を揃えて

比較した場合，官民の間で

大きな格差はみられなくな

るばかりか，バブル期には

民間の方がむしろコスト高

という結果が出ている。

国土交通省は，「建築工事のm2単価は仕様や材

質でかなりのばらつきがあり，そもそも建築着工

統計のデータを年平均値で表し，官民単価の高低

を議論することは不合理」とした上で，内閣府の

レポートについて，民間工事は単価の低い鉄骨造

の店舗，工場，倉庫の割合が高いと指摘。また，

公共工事は耐震対策や環境負荷低減対策，高度な

バリアフリー対策などの政策的な要因により，１

m2当たりの単価が民間に比べて割高になること

を主張している（図―６）。

同省は内閣府のレポートをベースに，官民の条

件を同じにして比較した結果，８８年から９２年のい

図―３ 日本と諸外国の構造物比率の比較

図―４ 日本と米国の下部工工費の比較

図―５ 公共と民間の着工統計単価の推移

緊急レポート 公共工事コストの真相に迫る
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・それぞれの単価は，使途が「その他」に分類されている
ものを除き，建築総合デフレーター（国土交通省作成）
により，基準年（H12）の実質額に変換した値。�

・「民間工事（補正）」とは，公共工事と同じ用途・構造
別発注割合と仮定した場合の平均単価で，学校，病院・
診療所については，建築主が会社以外の団体（法人等）
も含む。�

・コスト縮減率は，直轄の営繕事業における縮減率を適用。�

・それぞれの単価は，住宅建築デフレーターにより，基準年
（H12）の実質額に変換した値。�
・「民間工事（構造による補正）」とは，公共工事と同じ構造
割合で発注したと仮定した場合の平均単価。�

・出典：「日経アーキテクチュア」�
　　　　2004年７月26日号（p.41）�
　　　　2004年10月18日号（p.41）�
　　　　2005年１月24日号（p.53）�
　　　　2005年５月２日号（p.37）�
　　　　2005年７月25日号（p.45）�
・設備工事を含まない工事，および
増改築の施工単価を除く。�

・施工単価は，各建物の総工事費を
法定延べ床面積で除した値で，建
設会社の受注段階の価格。�

わゆるバブル期には，民間が公共を上回ると結論

付けている。また，同省所管の公営住宅や庁舎な

どに限定して，同じ用途の民間建築工事と比較し

た場合，官民格差はほとんどみられなくなるとし

ている（図―７）。

また，個別の建築工事の単価の分布をプロット

し直すと，工事ごとに大きなバラツキがあり，民

間工事より単価が低い公共工事も数多く存在して

いることがわかる（図―８）。

２． 安すぎると問題が起こる

国土交通省の２００５年度の工事では，低入札価格

調査制度※３に該当する案件が過去最多の９１３件

（確報値，港湾，空港工事除く）発生した。０６年

度に入ってからも低価格応札は継続的に発生して

おり，いわゆるダンピングによる下請けへのしわ

寄せや工事品質低下への懸念が顕在化している。

同省が低入札価格調査基準を下回る金額で契約

した工事を対象に実施した工事コスト調査では，

落札率が低ければ低いほど工事成績評定が悪化

し，下請が赤字になる割合も増加するという結果

が確認されている（図―９）。

「下請が赤字で工事成績評定が平均点未満」の

図―６ 条件をそろえた公共と民間の着工統計単価の推移

図―７ 条件をそろえた公共と民間の単価の推移
（住宅）

図―８ 建築工事（事務所）の施工単価の分布

公共工事コストの真相に迫る 緊急レポート
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※工事成績評定点の平均点は，各地方整備局等毎の平均点�
　（平成16年度竣工の土木工事）�
�
※対象データ：平成15年・16年竣工工事�
　　　　　　　（工事規模１億円以上）�
　内訳：工事コスト調査対象工事90件�
　　　　工事コスト調査対象以外（標準工事）の工事220件�
�
※工事コスト調査対象工事：�
　予定価格の３分の２から10分の8.5の範囲内で定められる
調査基準価格を下回る金額で契約が行われた低入札工事�

※支払い労務単価：支払い労務単価とは実際の公共工事で労働者に支払われ
た「日当」のことであり，①基本給，②基準内手当，③
賞与等の臨時給与，④食事の支給等の実物給与から構成
される。�

※平成15年度の公共工事設計労務単価（50職種平均）：18,356円�
※平成16年度の公共工事設計労務単価（50職種平均）：17,700円�

平成15，16年度に完成した工事コスト調査対象工事421件＋標準工事891件�

工事は，落札率が９５％の工事では，４．７％なのに

対し，落札率が７０％未満６５％以上の工事では，約

１０倍の４０％に増加する。さらに，落札率が６５％未

満では，「下請が黒字で工事成績評定が平均点以

上」の工事がなくなる。「下請が黒字で工事成績

評定が平均点以上」の割合が一気に低くなる分岐

点は落札率８５％で，全くなくなる分岐点が６５％で

あることは，低入札価格調査の基準値の設定とぴ

ったり符合していることがわかる。

※３ 低入札価格調査制度＝会計法の適用を受ける国の

機関では，入札参加者が予定価格を大きく下回って

落札した場合，その金額で契約の内容に適合した履

行が可能かどうかを調べる，低入札価格調査を実施

している。調査対象となる基準は，予決令第８５条の

規定に基づき，契約ごとに予定価格の２／３から８５

％の範囲で各発注者が定めている。

落札額が調査基準価格を下回った場合，!予定し
ている労務，資材などの量およびそれらの調達に関

する事項，"市場価格より低い価格で労務，資材な
どを調達できるとする場合の適否，#当該入札者の

経営状況 などについて調査し，契

約の履行ができないと判断した場合

は，次順位者と契約する。

! 低入札工事では下請労務単価が

２割安

国土交通省が工事コスト調査の対象

とした低入札工事では，下請の支払い

労務単価が積算額より約２３％安くなっ

ていることもわかっている（図―

１０）。

安値受注の影響は，支払い労務単価

に直に反映されており，こういった事

態が継続すれば，勤労意欲の減退や魅

力の低下などによる建設産業からの

「労働者離れ」が加速しかねない。現

図―９ 工事成績評定や下請赤字の発生と落札率との関係

図―１０ 支払い労務単価の比較

緊急レポート 公共工事コストの真相に迫る
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平成15，16年度に完成した工事コスト調査対象工事421件�

場で働く労働者に労務単価の圧縮を迫る低入札

は，結果的に自らの首を絞めかねない行為だと言

わざるを得ない。目先の事情にとらわれず，将来

的に起こりうる影響も考慮した上で，適正価格で

の受注を，業界として本気で取り組む必要がある

のではないだろうか。

そもそも低入札によるしわ寄せ，帳尻合わせの

メカニズムはどうなっているのか。工事コスト調

査の結果では，材料費などの原価で構成され，圧

縮しづらい直接工事費，共通仮設費および現場管

理費は，官積算と比べた場合の縮減が小幅にとど

まり，多くの工事では一般管理費などの圧縮によ

って調整しているという実態が浮かび上がってい

る（図―１１）。

一般管理費については，落札率が低くなるほど

下がり，落札率が８０％を下回ったところから原価

割れが顕著になる傾向にある。国土交通省は調査

結果について，「低入札工事の費目のうち，どこ

で競争しているかということがはっきりとつかめ

た」としている。

特定の業者の落札を阻止するための意図的な低

価格入札や今後の公共工事の入札に参加するため

の実績づくりなど，営利企業である以上，「経営

判断」に基づくダンピングは許容されるというの

が受注者の言い分なのかもしれない。ただ，受注

者側の意図がどうであれ，発注者にとってダンピ

ングは，品質の低下や下請けへのしわ寄せを招く

大きな懸念材料となっていることに変わりはな

い。

公共工事には，タックスペイヤーである国民の

負託に応えるという役割があり，納税者も安値受

注による品質の低下より，適正価格での受注によ

る一定の品質確保を望んでいるに違いない。

公的発注機関が，安さだけに重点を置き，品質

の粗悪な工事ばかりを乱発したらしたで，また違

う糾弾を浴びることは目に見えている。「安物買

いの銭失い」では，国民全般のニーズを満たせな

いばかりか，国民の代理としての適正な調達を全

うできない。

これまでみてきたように，低入札工事ほど工事

成績評定点が悪化し，下請けにしわ寄せする確率

が高くなる傾向にあることを踏まえれば，業界も

含めたインフラユーザーである国民にとって，安

値受注が何のメリットももたらさないことは明ら

かだ。

３． コスト縮減への取り組み

公共工事へのコスト批判に対し，政府もただ指

をくわえて過ごしているわけではない。国土交通

図―１１ 費目別の発注者積算額に対する工事実績額比率と落札率との関係
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省は，「公共工事コスト縮減対策に関する行動指

針」と，その後の新行動指針に基づき，１９９７～０２

年度までの６年間に（９６年度を基準に）１３．６％の

工事コスト縮減を実現。現在も０３～０７年度を期間

とする，「公共事業コスト構造改革プログラム」

に基づいた取り組みを進めている。

同プログラムでは，０７年度時点での総合コスト

縮減率（規格の見直しや事業のスピード化による

事業便益の早期発現などを含む）を０２年度比で１５

％（物価下落除く）縮減する目標を設定し，地域

住民などとの合意形成の改善をはじめとする，事

業のスピードアップ，計画・設計の最適化，契約

後VEによる民間の技術力を積極的に活用した調

達の最適化といった取り組みを展開している。

事業のスピードアップでは，構想段階から情報

公開や住民参加型の合意形成手続きを取り入れる

など，住民の意向を重視した整備計画の策定など

を推進。計画・設計の最適化では，将来の計画交

通量が少ないと予測される地域で，当初計画は往

復４車線だった道路を部分的な追い越し車線付き

の２車線とするなど，地域の実情に合った工事に

切り替えて，きめ細かく無駄を省いている。

国土交通省の０５年度の公共事業コスト構造改革

実施状況をみると，同省と同省所管独立行政法人

などの総合コスト縮減率は，基準となる０２年度比

９．９％減（物価下落分除く）で，縮減額は３，９１５億

円だった。コスト縮減率の内訳は，国交省が８．７

％減，関係法人などが１１．４％減で，物価下落分を

含めた同省と関係法人などの縮減率は１０．４％減，

縮減額は４，０９１億円になる。

施策別の縮減率をみると，規格の見直しなどに

よる工事コストの縮減が７．８％と最も割合が大き

く，事業便益の早期発現によるコスト縮減が０．６

％だった。国交省の事業別での縮減率は，道路事

業が１０．０％，港湾事業が９．３％，治水事業が８．９％

となっている。同プログラムによる，これまでの

総合コスト縮減率（所管関係法人含む）は，０３年

度が６．１％減（物価下落分除く），０４年度が７．３％

減（同）だった。

現行の公共事業コスト構造改革プログラムに基

づく取り組みは，残すところあと２カ年となって

いるが，目標値の総合コスト縮減率１５％の達成は

果たして可能なのだろうか。国土交通省は，これ

までの取り組みについて「現場の努力により，着

実にコスト縮減が進められている」としているも

のの，０７年度の総合コスト縮減率については，

「目標の１５％をクリアするためには，まだ油断で

きない」としている。

図―１２ 工事コスト縮減率の伸びの逓減について
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４． 工事コストの縮減はすでに限界に近
い段階

ただ，工事コスト縮減の取り組みは，すでに頭

打ちの段階に来ており，これまでの取り組み状況

を分析すると，０７年度以降の工事コスト縮減は，

かなり厳しい状況だ。

工法や材料調査による工事コストの縮減は，ま

だ工夫の余地が大きかった，９７～０１年度の初期段

階では，縮減率の伸びも大幅だったが，０２年度以

降はその伸びが小幅で安定している（図―１２）。

０２年度以降の縮減率は，技術開発の精一杯の努力

などによって維持されているが，やはり，取り組

みの初期段階に比べれば，工夫の余地が年々少な

くなっているのが実情だ。

０３年度からは，コスト縮減項目に，企画の見直

し，事業便益の早期発現，将来の維持管理費の縮

減を新たに追加したものの，前年度比での伸び率

は初期段階を下回っている。

国土交通省が年間に発注する工事約１万５，０００

件のうち，とくに工事コスト縮減率が大きいトッ

プレベル（上位５％値）の工事コスト縮減率につ

いての調査結果をみると，トップレベルの縮減率

を誇る上位５％値は，０１年度以降おおむね１８％の

縮減水準を維持していることがわかる（図―

１３）。

一方，全工事の平均値は，０１年度以降の伸びが

緩やかに上昇しつつあるものの，すでに逓減

（徐々に減ること）傾向がみられる。同省は，０７

年度には，トップレベルと全工事の平均値の差は

２％にまで縮まると推計しているが，０７年度以降

に全体の縮減率をトップレベルに引き上げること

は，困難を極めると見通している。

つまりは，０１年度以降に一定水準の縮減率を保

ってきたトップレベルが，これ以上の工事コスト

縮減を図るのは，画期的な技術革新などが伴わな

い限り，ほぼ頭打ちに近く，新たな目標を設定す

るにも，これまでのような１０％といったレベルは

非現実的な段階にきており，数％レベルでも難し

い状況という。

国土交通省は，「今後は，これまでのようなコ

スト縮減のための目標値を設定するやりかたは困

難になると考えられ，毎年のフォローアップをし

っかり行うことにより，施策の評価を行うことが

現実的」と説明している。

図―１３ 工事コスト縮減率の伸びの逓減について
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５． 工事費，維持管理費ともに低減

国土交通省が９７年から始めた工事コスト縮減の

取り組みでは，どのような効果が表れているの

か。同省が築堤・護岸工事を対象に実施した，９８

年度と０４年度の発注者の積算値比較では，土砂等

運搬や大型連接ブロック張り，かごマットなどの

１m2当たりの工事コストが，いずれも縮減され

ていることがわかる（図―１４）。

比較検討に当たっては，▽直接工事費で比較▽

労務単価，材料単価を０４年１０月で固定▽機械損料

については技術革新に含むものとして当該年度の

ものを採用 という条件を設定している。検討

の結果，６年間でおおむね４～１１％（年間１～２

％）のコスト低減が確認された。同省はこの結果

について，「施工の自動化といった技術革新など

を反映して，工程レベルでのコストが経年的に下

がっていることが確認できた」としている。

６． 材料単価は高いのか

国土交通省が発行している，「コスト構造改革」

のパンフレットに掲載されているQ＆Aで同省

は，「役所の工事って，民間に比べて高く材料を

買っているのでは？」との問いに，「工事の見積

もりを算出するために用いる資材等の価格は，実

際の工事における民間の取引額を基に単価のばら

つきがある中，標準値として最頻値や平均値を採

用していますので，民間に比べて高い価格になっ

ていません」と回答している。

公共工事の積算基準は，毎年モニタリングした

上で必要に応じて改訂する標準歩掛りや，毎月調

査している物価資料に基づく建設資材単価などを

反映しており，透明性，公正性は保たれていると

いえる。

にもかかわらず，「民間に比べて割高」という

裏付けのないイメージが固定化していることは否

めない。

国土交通省が０３年度の発注工事に占める材料費

の割合が高かった上位５品目の材料単価の経年変

化を，日経商品情報（日経産業消費研究会）など

の単価と比較したところ，普通鋼板については，

図―１４ 積算基準の縮減状況（物価変動を考慮しない場合の工事費の比較）
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９８年から０４年までは相互に僅差の入れ替わりが見

られ，９５年から国土交通省の積算単価が日経単価

を上回っているものの，それ以外の資材について

はいずれも日経商品情報を下回るか，ほぼ同額で

あることがわかっている（図―１５）。

単価実例の収集データにはばらつきがあり，実

際，積算単価よりも安く取引されているケースも

あるが，それだけをもって積算資料に記載された

単価のすべてが割高だという指摘はあまりに短絡

的であり，具体的な根拠を欠くイメージだけが一

人歩きしているといっていい。

! リバースオークションを活用した材料調達

適正な価格競争の促進や資材価格の決定プロセ

スの透明性向上，さらには材料のコスト構造の解

明などを目的に，国土交通省が１０月から試行を始

めたのが，リバースオークションを活用した資材

購入先指定方式だ。その初弾となる関東地方整備

局発注の工事で現在，諸手続きが進められてい

る。

試行では，関東地方整備局がオークションの実

施業務を民間企業（オークション会社）に委託

し，受託した企業が資材調達の入札関係資料を作

成した上で，資材納入者を公募してリバースオー

クションを開催する。オークションで最も安い金

図―１５ 国土交通省発注土木工事の積算用材料費の経年変化（平成１５年度 材料費金額シェア上位５品目）
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額を提示した者を資材購入先指定者として選定

し，指定者の資材価格を工事発注の際に予定価格

の積算に反映するとともに，工事の落札者に指定

者からの資材購入を義務付けることで当該工事の

コスト縮減を図る。

オークションの結果，対象企業に対して原料

費，運搬費，技術管理費などについてヒアリング

し，材料のコスト構造を把握する。また，試行後

にはオークションで得たデータを基に，総価契約

ではわかりづらい資材の価格構成を検証し，今後

の資材単価に反映する。

同省は，関東以外の地方整備局でも０６年度内

に，リバースオークションを活用した資材購入先

指定方式を数件程度試行する方針だ。試行で集ま

った市場取引の実例価格などを基に価格構造など

を検証する。初弾となる関東地方整備局の試行で

は，PC鋼より線・定着材と鋼製排水溝の二つを

オークションの対象としている。

総価契約では，資材の価格構造がわかりづら

く，低入札価格調査でも資材については，「明ら

かな安値」と発注者が判断する基準が存在しない

のが実情だ。このため，同調査での資材の安値基

準として，試行結果を活用することも視野に入れ

ており，順次，試行対象を拡大する方針だ。将来

的には，市場の資材単価構成に裏付けられた的確

なデータを蓄積し，価格決定プロセスの透明性向

上などを図っていく方針だ。

７． おわりに

ここでは，主として国土交通省の提供資料を基

に，公共工事のコストが「高くない理由」を全面

的に展開してきた。「同省が作成したものだか

ら，『高くない』というに決まっている」という

指摘もあるだろうが，「高い」ということを具体

的に裏付けた資料はほとんど存在しないのが実情

だ。

一般政府 Igをめぐる数値の食い違いを出すま

でもなく，公共工事に対する批判や肯定論は，各

省庁の思惑や政治の道具として，それぞれの立場

で都合の良い使い方をされているだけに過ぎず，

外国や民間との比較は理論武装のためのレトリッ

クだという点については，十分な注意が必要だろ

う。

「民間にできることは民間に」という政府の方

針や民業圧迫など，公共事業やサービスを糾弾す

る声は，ほんの一部の意見を反映しているに過ぎ

ないということも忘れてはならない。原則として

自らの利益だけを追求する民間企業や市場が，果

たして公共性を担保できるかどうかは大いに疑問

であるし，民間は万能ではない。また，官民の適

切な役割分担の線引きについてもまだまだ議論が

尽くされているとは言い難い。

公共工事のコストは，公正で透明な入札契約制

度や，単年度予算といった公共性を担保するため

の仕組みの中で積み上げられており，逆に言えば

何もかもを海外，民間と横並びにする必然性も見

当たらないといえる。

「比較論」をベースに，価格だけを公共工事の

善し悪しの判断基準とすると，国民のニーズに基

づく本当の意味での社会資本整備の方向性を踏み

間違える可能性も大きい。

「お役所仕事」という言葉はしばしば蔑称とし

て使われるが，国民や地域住民の最大公約数を考

慮した上での調達という「足かせ」が公共発注機

関には常につきまとう。特定の顧客のニーズを満

たせば良いという，民間企業のような行動原理は

公共工事には存在しないのだ。

誰が公共性を担保するのかを改めて確認する必

要もある。ダンピングによる工事品質の低下や下

請へのしわ寄せが顕在化している状況をみれば，

市場が公共性，公益性を担保しないことは明らか

だ。

比較論は工事コストだけでなく，建設産業全般

に対しても多用されている。「他産業に比べて業

者数が飛び抜けて多い」という指摘は，業界の

「再編・淘汰」の議論で必ずと言っていいほど持

ち出される好例だ。だが，何をもってその多寡を

判断するのかという踏み込んだ議論はないに等し
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（注）　1．　総務省資料より作成�
　　　2．　国名横の（　）は，データ年度を示す�
　　　3．　日本の「政府企業職員」には，独立行政法人（特定および非特定），国立大学法人，大学共同利用機関法人，特殊�
　　　　　法人および国有林野事業の職員を計上�
　　　4．　日本の数値において，独立行政法人，国立大学法人，大学共同利用機関法人，特殊法人および軍人・国防職員以外�
　　　　　は，非常勤職員を含む�

い。イメージのすり込みだけを目的とする他産業

との比較に基づく判断で，政策の方向性を安易に

判断することは，将来的に大きな禍根を残す可能

性も高い。

一方では建設産業の特殊性，もう一方では製造

業などとの比較を持ち出す，“都合のいい使い分

け”はもう止めにして，そのどちらに「軸足」を

置くのかを決めてから，産業政策の行く先を検討

するべきだろう。

コラム・日本の公務員は多いのか

公共事業とともに，税金の無駄遣いとして批判の矢面に立たされているのが，公務員の数である。公務員はその数が多

いことに加え，天下りなどで民間より「おいしい思いをしているのでは」といった類の批判は以前からあり，最近では，

都内の一等地の宿舎を格安の家賃で使っていることに対する痛烈な批判が巻き起こったことは記憶に新しい。

意思決定や事業執行の遅さはつまるところ，多すぎる公務員によって肥大化した組織にこそ問題があるのではないかと

いうことなのだろうが，果たして日本の公務員の数は指摘されるほど多いのだろうか。

総務省がまとめた，人口１，０００人当たりの公的部門における職員数の国際比較をみると，人口１，０００人当たりの職員数

は，日本が３３．６人でフランス，イギリス，米国，ドイツをいずれも大きく下回り，日本の公務員は，先進諸外国と比べて

多くないどころか，逆に少ないという結果が出ている（図―１６）。

同省の資料によると，国の行政機関の定員は，郵政の公社化や国立大学の独立行政法人化など，「小さな政府」の推進

により，９０年代に入ってから減少し続けており，０６年には，３３万１，０００人にまで縮減して９０年（８８万６，０００人）の半分以下

のレベルにまで達している。他国の事業執行量と日本のそれとがどの程度違うのかは明らかでなく，人員が少ないからと

いって，一概に日本の方が効率的な事業執行をしているとは言い切れないが，「国民に占める職員数割合は諸外国に比べ

て多くない」ということは確実にいえる。

公共工事に目を転じてみると，品質を確保するための監督・検査員など，公共発注機関として一定数確保しなければな

らない職種も多い。「足りない部分は民間委託すればいい」という意見もあるだろうが，基本的に自己利益だけを追求す

る民間企業に，どこまでの「公共部分」を任せられるのかは，十分に議論する余地がある。

図―１６ 人口千人当たりの公的部門における職員数の国際比較（未定稿）
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